
平成 29年 12月作成

生活支援体制整備事業に関する市町村の取組

福島県 いわき市
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福島県 いわき市

総人口： 327,491人 （Ｈ29.10.1現在 ・・・ いわき市「住民基本台帳」より）

高齢者人口： 95,614人 （Ｈ29.10.1現在 ・・・いわき市「住民基本台帳」より）

高齢化率： 29.2％

要介護・要支援認定者数： 19,366人 要介護認定率： 20.3％

（Ｈ29.9月末 ・・・厚生労働省「介護保険事業報告（月報）」 より）

日常生活圏域数： 14 圏域

地域包括支援センター数： 委託 7ヶ所

第6期介護保険料： 5,789円 （厚生労働省ホームページより）

管内の特徴として、14市町村の合併により生まれた背景から、非常に広域であること、

人口が分散していること、地域ごとの特色が強いこと、などが挙げられる。

基礎データ
作成時点： 29年12月
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【生活支援体制整備事業】

Ⅰ 協議体

１ 設置状況

・ 第１層は設置していない。

・ 第２層は平成29年７月に設置。

構成員： 社会福祉協議会、地域包括支援センター、民生児童委員協議会、行政嘱託員協議会、

高齢クラブ連合会、大学、高校、行政 外

２ 設置までの経緯

包括的支援事業(社会保障充実分)



4

【生活支援体制整備事業】

３ 開催の状況

包括的支援事業(社会保障充実分)



東北厚生局視察

住民主体型（住民支え合い活動）
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地区 第１回日程 第２回日程

平 7/28 11/27

小名浜 7/28 11/28

勿来 7/21 11/16

田人 7/26 11/29

常磐 7/24 11/14

遠野 7/19 11/20

内郷 7/26 11/29

好間 7/21 11/28

三和 7/19 11/15

四倉 7/31 11/29

久之浜大久 7/28 11/28

小川 7/26 11/29

川前 7/28 11/25

第２層協議体開催状況
【協議体において出された主な意見】
○ 移動販売などの生活支援サービスがリスト化
されていると活用もしやすいだろう。
○ 既存の組織を上手く活用しながら、ごみ出し
支援などの新たな活動に取り組めるとよい。
○ 多世代の交流の重要性。
○ 民生委員の負担が大きいので、隣組長などが
それを支えるような形で見守りに取り組めるとよい。

【今後の予定】
現在取りまとめ中である地域ニーズ調査から見え
てきた地域の現状や課題から、その対応策について
検討を進めることで、地域ごとに必要な生活支援に
取組むグループの立上げや組織化を支援していくな
ど、新たな担い手の養成に努めながら、支え合い活
動の必要性などについて周知を図る。
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Ⅱ 生活支援コーディネーター

１ 設置状況

・ 第１層は設置していない。

・ 第２層は平成27年４月に設置。

配置場所： 統括として社会福祉協議会本部に１名、７つの地区社協に各１名の合計８名を配置。

職種は特に定めていない。

２ 設置までの経緯

・ これまでの地域との繋がりを考慮し、社会福祉協議会に配置。

３ 活動の状況

・ 区長や民生児童委員と話し合いを持つ等、関係団体と連携を

密にすることで、資源と担い手の発掘に努めている。

・ 地域に眠った活動、気付かない活動を掘り起こし展開している。

４ 設置したことによる効果

・ 関係機関との連携が密になることで、これまで結び付きの薄かった

人と人、団体と団体の繋がり、意識醸成や担い手の発掘が進んでいる。

包括的支援事業(社会保障充実分)



東北厚生局視察

■生活支援コーディネーターの配置状況は次のとおり。
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配置場所 分類 圏域 設置年月日
1 平地区協議会 第２層 平 平成27年4月1日
2 小名浜地区協議会 第２層 小名浜 平成27年4月1日
3 勿来地区協議会 第２層 勿来・田人 平成27年4月1日
4 常磐地区協議会 第２層 常磐・遠野 平成27年4月1日
5 内郷地区協議会 第２層 内郷・好間・三和 平成27年4月1日
6 四倉地区協議会 第２層 四倉・久之浜大久 平成27年4月1日
7 小川地区協議会 第２層 小川・川前 平成27年4月1日
8 社会福祉協議会本部 第２層 各圏域の統括 平成27年4月1日

住民主体型（住民支え合い活動）
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・Facebookやインスタグラムを活用して団塊の世代

の子ども世代にも届けたい。

・Facebookやインスタグラムを活用して団塊の世代

の子ども世代にも届けたい。


